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序　　　　　文

ミャンマー連邦は、1988年 9月に全権を掌握した国家平和発展評議会（SPDC）主導の下、外資法

制定による外国直接投資の解禁、国営企業法制定による国家独占の廃止、民間貿易の自由化、国

境貿易の合法化などの諸策の実施を通じて、経済開放政策への転換を図りつつあります。こうし

た開放政策への転換により、小規模企業や新規参入した外国資本を中心に民間部門の経済活動は

徐々に活発化してきていますが、まだ主要な国営企業の赤字を主因とする財政赤字、輸入増加に

よる貿易赤字の拡大なども深刻化しています。

我が国は、ミャンマー現政権による市場経済化への移行に対して知的交流、人材育成などを通

して支援していくことを目的として、2000年 12月から「経済構造調整政策支援」を行っており、同

支援を実施するための日本・ミャンマー両国の産官学メンバーから成る合同タスクフォースを設

立し、「財政・金融」、「農業・農村」、「産業・貿易」、「IT」の各分野に係る政策提言を行うための

調査を実施しています。同支援のなかで設置されている「IT」部会は、近年官民あげて IT分野の強

化を推進しているミャンマー連邦に対し、中間報告として「IT人材育成」「情報通信基盤の整備」な

どが必要であるという政策提言を行いました。

一方、ミャンマー政府は、2000年 10月に我が国に対し、技術協力プロジェクト（旧プロジェク

ト方式技術協力）による「情報化技術訓練センター」設立の要請を出し、具体的な技術協力を求め

てきています。

ミャンマー連邦に対する IT人材育成支援は、同国における情報通信産業の発展の障害となって

いる IT分野の人材不足の解消に向けて足がかりをつくることができるのみでなく、同国の民主化

及び市場開放化の後押しに貢献することが期待されます。したがって、我が国はこの要請に応え、

2002年 4月 22日から同年4月 27日まで本要請の背景、内容及び妥当性を調査並びに確認するため

に基礎調査団を派遣しました。

本報告書は同調査団の調査結果及び協議事項を取りまとめたものです。ここに、同調査団の派

遣にあたり、ご協力いただいた日本・ミャンマー両国の関係各位に対し深甚の謝意を表すととも

に、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。

2002年 4月

国際協力事業団
鉱 工 業 開 発 協 力 部

部長 中島　行男
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基礎調査結果要約

1. 基礎調査団派遣の経緯

ミャンマー政府は、国家開発計画のなかで IT分野の強化を推進しようとしているが、IT産業

分野で即戦力となる人材の不足が本分野発展の障害となっており、同分野における人材育成が

急務であることから、2000年 10月に我が国に対し「情報化技術訓練センター」設立の要請を行っ

た。

一方、我が国は、ミャンマー現政権による経済改革を知的交流、人材育成等により支援して

いくことを目的として、2000年 6月から経済構造調整政策支援を行っている。このため、同支

援を実施するための日本・ミャンマー両国の産官学メンバーから成る合同タスクフォースを設

立し、「財政・金融」、「産業・貿易」、「農業・農村」、「IT」等の分野について政策提言を行って

いる。「IT」部会は 2001年に中間報告のなかで「IT人材育成」の必要性を政策提言の1つとしてい

る。

このような状況下、ミャンマー連邦に対する IT人材育成支援は、同分野の人材不足の解消に

向けて足がかりをつくることができるのみでなく、経済構造調整政策支援の政策提言の 1つが

具現化されることが期待されることから、2002年 4月 22日から 4月 28日にかけて「情報化技術

訓練センター」に係る基礎調査を実施した。

2. 国別事業実施計画における位置づけ

本件は 2001年度国際協力事業団（JICA）国別事業実施計画の対ミャンマー援助重点分野である

「経済構造調整」のうち、JICA経済構造調整政策支援プログラムのなかで設置された IT部会で提

言されている「IT人材育成」に貢献するものとして位置づけられる。

3. 要請案件「情報化技術訓練センター」の概要

（1）プロジェクト実施体制

1） ミャンマー側監督省庁：科学技術省（MOST）

2） ミャンマー側実施機関：ヤンゴンコンピューター大学（UCSY）

（2）プロジェクトで育成される人材

ソフトウェア産業界でニーズの高い即戦力として仕事ができる中級レベル以上の技術者（設

計・分析・運用管理技術者）の育成をターゲットとする。

（3）プロジェクトの達成目標

情報化技術訓練センターが、ミャンマー産業界のニーズに合致した ITトレーニングを、主

に 4年制大学を卒業した人材に対して効果的かつ効率的に実施できるようになる。



（4）協力終了後に達成が期待される目標

ミャンマー産業界の IT関連人材の質及び量が向上する。

4. 基礎調査結果

近年ミャンマーでは官民あげて IT振興に取り組んでおり、教育機関、病院、MICTパーク内

などでインターネット環境が整備されつつある。プロジェクト実施機関となるUCSYは、建物、

カウンターパート（C/P）候補者及び予算を既に用意するなど熱意が高く、C/P候補者の質も高い

ことが確認されるなどプロジェクトを実施するうえでの基盤は整っている。

UCSYなどの科学技術系を専門とした大学の開校を通じて、将来 IT関連分野で中核を担うべ

き人材の育成が進められる一方、MICTパークやコンピューター連盟（MCF）が設立されるなど

民間サイドの動きも活発化しつつあり、即戦力として仕事ができるソフトウェア及びネット

ワーク技術者のニーズが高い。しかしながら、民間サイドと高等教育機関を結ぶ制度的訓練施

設が存在しないことから、本案件の必要性は高いと判断される。



プロジェクトサイト位置図

プロジェクトサイト
（RANGOON＝YANGON）



パラボラアンテナ（MICTパーク内）

プロジェクトサイト用建物（UCSYキャンパス内）
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第 1章　基礎調査の概要

1－ 1　基礎調査団派遣の経緯と目的

ミャンマー政府は、1996年のコンピューター科学開発法の施行に伴い、コンピューター科学開

発審議会（MCSDC）及びコンピューター連盟（MCF）の設立、ヤンゴンコンピューター大学（UCSY）

並びにマンダレーコンピューター大学（UCSM）の開校、MICTパークへの IT関連企業・団体の誘

致などを通じて、国家開発計画のなかで IT分野の強化を推進しようとしている。

しかしながら、IT産業分野で即戦力となる人材の不足が同分野発展の障害となっており、同分

野における人材育成が急務となっていた。ミャンマー政府は、2000年 10月に我が国に対し技術協

力プロジェクト（旧プロジェクト方式技術協力）による「情報化技術訓練センター」設立の要請を

行った。

一方、我が国は、ミャンマー現政権による経済改革を知的交流、人材育成などにより支援して

いくことを目的として、2000年 6月から経済構造調整政策支援を行っており、同支援を実施する

ための日本・ミャンマー両国の産官学メンバーから成る合同タスクフォースを設立し、「財政・金

融」、「産業・貿易」、「農業・農村」、「IT」の各分野について政策提言を行っている。「IT」部会は2001

年に中間報告のなかで「IT人材育成」の必要性を政策提言の 1つとしている。

このような状況下、ミャンマーに対する IT人材育成支援は、同分野の人材不足の解消に向けて

足がかりをつくることができるのみでなく、経済構造調整政策支援の政策提言の 1つが具現化さ

れることが期待された。したがって、2002年 4月 22日から 4月 28日にかけて、「情報化技術訓練

センター」に係る基礎調査を実施し、ミャンマー側実施体制、協力内容、通信ネットワーク基盤の

整備状況、カウンターパート（C/P）の技術レベルなどの確認を通じて、技術協力プロジェクトを主

とした案件実施の可能性を検討することとなった。

1－ 2　団員の構成

団長 国際協力事業団（JICA）　鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第一課　課長　高間英俊

技術協力計画 経済産業省　経済協力局　技術協力課　課長補佐　岡村正俊

技術移転計画 東京情報大学　総合情報学部　環境情報学科　教授　玉置彰宏

協力企画 JICA　鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第一課　久保倉健
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1－ 3　調査日程

日程 団長　　　技術協力計画　　　協力企画 技術移転計画（IT分野）

4/22（月） 午前／午後 成田発 11:00（TG641）　－　バンコク市着 15:30

午後 バンコク市発 18:00（TG305）　－　ヤンゴン着 18:50

4/23（火） 9:00 JICAミャンマー事務所打合せ

10:30 科学技術省（MOST）表敬（Nyi Hla Nge, Deputy Ministerとの面談）

14:00 MICTパーク訪問（E-Learning Centerの視察を含む）

4/24（水） 9:00 New Century Resource Center訪問（ミャンマー独自で設立したE-Learning Centerの視察）

11:00 Dagon T/S State High School訪問（マルチメディア教室の視察）

14:00 ヤンゴンコンピューター大学（UCSY）訪問・協議

4/25（木） 9:00 UCSYキャンパス視察・協議

13:30 E-National Task Force（MICTパーク内）表敬（Hlaing Win, Vice-Chairmanとの面談）

14:00 ミャンマーコンピューター連盟（MCF）（MICTパーク内）との協議

4/26（金） 9:00 UCSYとの協議

14:00 JICAミャンマー事務所帰国報告

15:30 在ミャンマー日本大使館帰国報告

4/27（土） 午前 ヤンゴン発 7:30（UB225）　－　バンコク市着 9:10 C/P候補先機関のニーズ調査

バンコク市発 11:20（TG640） （UCSYにて）

午後 成田着 19:30 ヤンゴン発 19:50（TG306）

4/28（日） 午前 成田着 7:30（TG642）

1－ 4　主要調査項目

（1）ミャンマー政府の IT人材育成への取り組み

（2）「情報化技術訓練センター」に係る協力内容

（3）IT産業界のニーズ、プロジェクトで育成したい IT技術者のレベル及びその人材の将来の活

用方法

（4）ミャンマー側関係機関の実施体制及び実施機関のインフラ環境

（5）C/Pの技術レベル概要

（6）その他基本情報の追加収集

1－ 5　調査方法

ミャンマー側関係機関を訪問し、関係者との協議及び関連施設の視察を通して、技術協力プロ

ジェクトを主とした案件実施の必要性・妥当性を検討するために必要な情報を得る。
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1－ 6　主要面談者

〈ミャンマー側〉

（1）科学技術省（Ministry of Science and Technology）

Nyi Hla Nge Deputy Minister

（2）ヤンゴンコンピューター大学（University of Computer Studies, Yangon）

Pyke Tin Rector

Soe Myint Deputy Head of Research and Development

Department

Win Win Htay Head of Computation Mathematics Department

（3）E-National Task Force

H.E U Hlaing Win Vice-Charman, E-National Task Force Deputy Minister, Ministry of

Social Welfare, Relief and Settlement

（4）ミャンマーコンピューター連盟（Myanmar Computer Federation）

U Thein Oo Vice President, Myanmar Computer Federation

President, Myanmar Computer Scientist Association

Daw Than Than Tint Joint Secretary, Myanmar Computer Federation

Secretary, Myanmar Computer Industry Association

Nwe Nwe Win Joint Secretary, Myanmar Computer Federation

Thaung Tin Vice President, Myanmar Computer Scientist Association

Wah Wah Htun Chairperson, World Peace IT Co., Ltd

〈日本側〉

（1）在ミャンマー日本大使館

岩田　泰 一等書記官

（2）JICAミャンマー事務所

青木　利通 所長

佐藤　俊也 所員
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・1996年のコンピューター科学開発
法の施行に伴い、コンピューター
科学開発審議会（MCSDC）及びコン
ピューター連盟（MCF）の設立、ヤ
ンゴンコンピューター大学
（UCSY）及びマンダレーコン
ピューター大学（UCSM）の開校、
MICTパークへのIT関連企業・団体
の誘致などを通じて、国家開発計
画のなかでIT分野の強化を推進し
ようとしているが、IT産業即戦力
の人材不足が当分野発展の支障と
なっており、同分野における人材
育成は火急の課題となっている。

このような状況下、ミャンマー政
府は日本政府に対し、2001年度要
請案件として「情報化技術訓練セ
ンター」設立及びプロジェクト方
式技術協力を要請してきた。

協力対象候補先機関であるUCSY
には、毎年約400名の新入生が入学
し、大学院博士課程も設置されて
いる。日本側に対しては、同大学
においてソフトウェアの開発が可
能で指導的役割を果たし得るコン
ピューター技術者を養成すること
が要請されている。

この間、我が国は、ミャンマー現
政権による経済改革を知的交流、
人材育成などにより支援していく
ことを目的として経済構造調整政
策支援を行っており、同支援のな
かで設置されているIT部会は2001
年に中間報告として「IT人材育成」
「通信ネットワーク基盤の整備」な
どが必要であるという政策提言を
行った。

本調査は、上記IT部会と連携しつ
つ進めることによって、政策提言
からIT人材育成まで一貫した協力
を実施することを目的として、
2001年度基礎調査案件として採択
することとなった。

第1 全般 ・日本におけるODAを取り巻
く最近の情勢、予算等につ
いて説明するとともに、必
要に応じ意見交換を行う。

・「情報化技術訓練センター」設
立に係る無償資金協力はでき
ない旨を改めて説明する。

・プロジェクトの概要につい
て説明し、理解を得る。特
に、プロジェクトで実施可
能な内容、日本側が協力で
きる投入内容及びミャン
マー側が用意すべき投入内
容を説明し、理解を得る。

・プロジェクトで育成したい
IT人材のレベル、具体的な
分野、その人材の国内市場
における需要及び活用を促
進する諸制度について聴取
する。

・UCSYのインフラ環境、カ
ウンターパート（C/P）候補
者の技術レベル、ミャン
マー側が想定するプロジェ
クト目標を確認し、ミャン
マー側の実施体制について
協議を進める。

・左記について説明し、日本側
が投入できるリソースが限ら
れていることについて理解が
得られた。

・左記について再確認し、ミャ
ンマー側で用意している建物
の視察を行った。

・日本側が提供可能な投入内容及
びミャンマー側で提供すべき投
入内容について説明し、理解が
得られた。当初要請された「情
報化技術訓練センター」とは、
現時点で本案件の役割も変わっ
てきていることから、プロジェ
クトのターゲット、研修生の人
数、リソースを勘案してプロ
ジェクトへの投入内容を見直す
よう申し入れ、ミャンマー側の
理解を得た。

・システム全体を統括し、かつ
実践能力のあるソフトウェア
技術者、ネットワーク技術者、
インストラクション技術者の
育成をターゲットとしており、
そのような中・上級レベルの
IT技術者は、国内IT産業界で
最も不足しているため需要が
非常に高いことが確認された。

・UCSYのメインキャンパスは、
隣接するMICTパークとの間
で、無線通信及びISDNの敷設
工事が進んでおり、インター
ネット環境が近い将来に完備
されることを聴取した。ミャ
ンマー側はすでに10名のカウ
ンターパート候補者を選出済
みであり、そのうち数名の技
術レベルは、現場での実践的
スキルに不安があるが、理論
面には精通しており、非常に
レベルが高いことが確認され
ている。

調査項目
ミャンマー側要請内容、現状

対処方針 協議結果
及び問題点等

第 2章　調査結果（対処方針結果）
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

・今回の調査団の議論を通じて、
IT人材育成に対して積極的な
官側（大学）と即戦力となるIT
技術者のニーズの高い民間側
（MCFなど）とが協力していく
実施体制が期待されるが、そ
の素地はミャンマー側関係者
に十分あることが確認される
とともに、本案件に係る予算
（建物の改修）や人材（C/P候補
者）も既に用意しているとい
う。したがって、JICAミャン
マー事務所及び在ミャンマー
日本大使館とも早期実施を要
望していることから、本調査
団は本案件を実施に移行する
ことを提言する。

（1）1988年9月に全権を掌握し
た国家平和発展評議会（SPDC）
は、経済開放政策への転換を
図り、小規模企業や新規参入
した外国資本を中心に民間部
門の経済活動は徐々に活発化
している。しかしながら、政府
の輸入規制下の経済の実態は、
資本財や工業用原材料の輸入
が増加し続け、1995年以降貿
易赤字が大幅に拡大している。
さらに今年に入って華人やイ
ンド人の経済支配を排除する
目的で輸出規制も開始し、慢
性的な外貨不足に一層の拍車
をかけている。2001年に入り
通貨チャットが対ドルベース
で大きく下落し、基礎食料品、
雑貨、公共料金など幅広い分
野で物価が高騰し、市民生活
を圧迫している。

（2）基本通信サービスはミャン
マー郵便公社（MPT）が独占し
ており、情報通信インフラの
未整備及び法的規制から、固
定電話回線数、携帯電話契約
数、インターネットユーザー
数ともに他のASEAN各国と比
較して極めて低い水準にある。

・本基礎調査の結果を踏ま
え、技術協力プロジェクト
としての実施可能性を検討
する。

・以下に関する基本情報を収
集する。
（1）社会経済情勢（一般）
（2）情報化の現状（通信
サービス、IT利用動向）

（3）ミャンマー政府の開
発計画・情報化政策

（4）人材育成とIT産業振
興に携わる関係機関及び
制度的取り組み状況

（5）人材育成とIT産業振
興に係る関連事業

・産業界における情報技術者育成の
必要性が認識されているが、ITが
利用可能な環境（物理的及び制度
的）及び人材が著しく不足してい
る状況である。

第2 プロジェクトの
背景（実施環境）

（1）社会経済情勢
等

（2）対象分野の状
況

（3）ミャンマー政
府の開発戦略

（4）対象分野の制
度的枠組み

（5）ミャンマーに
おける対象分
野関連事業
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

（3）ミャンマー政府は、ITを国内
経済社会の発展に欠かせない
重要な要素ととらえており、
1996年のコンピューター科学
開発法の施行に伴い、Myanmar
Computer Science Development
Council（MCSDC）、E-National
Task Force、Myanmar Computer
Federation（MCF）などが設立さ
れ、官民あげてIT産業振興に取
り組む体制を整えている。

（4）MCFは、民間IT産業界の窓
口としての機能を有するとと
もに、ITマスタープラン作成
の役割も担っている。1996年
に設立された科学技術省
（MOST）は、UCSY、UCSMを
はじめ、全国に 25のコン
ピューター科学系IT高等教育
機関を傘下に収めている。そ
のほかに、教育省（MOE）は、国
内 303拠 点 に E-Education
Learning Centreを設置し、デジ
タル・デバイドの解消及びIT
リテラシーの普及に努めてい
る。

（5）以上のように初等教育から
高等教育レベルまでIT教育を
推進してきているが、民間IT
産業界からは即戦力となる実
践的かつ高度な IT技術者の
ニーズが高く、特にMICTパー
ク内で事業を展開する民間IT
企業（調査時では29企業であ
るが今後さらに増加する可能
性が高い）からの募集人数を満
たすIT技術者の絶対数が不足
していると聴取している。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

第3 プロジェクトの
戦略

（1）社会経済情勢
等

（1）実施戦略
（2）実施体制
（3）協力体制
（4）自立発展性
（5）特別な配慮

1） 要請内容

2） 所管官庁

・左記の要請内容を確認す
る。特にプロジェクト目
標、成果、活動内容及び投
入内容を確認する。

・プロジェクトで育成したい
IT人材のレベル及びその
人材の将来の活用方法（受
け皿）を聴取する。

・左記について確認し、所管
官庁と実施機関間の指揮命
令系統、予算承認・配分等
に関する関係について確認
する。

・当初要請された「情報化技術訓
練センター」とは、現時点で本
案件の役割も変わってきてい
る。本案件では、システム全体
を統括でき、かつ実践能力のあ
る中・上級レベルのIT技術者
（ Software Engineer, Network
Engineer, Instructional Engineer）を
育成できるようになることに特
化したターゲットとしており、
そのようなIT人材のニーズが民
間IT産業界において非常に高い
ことを聴取した。現時点におけ
る本案件のターゲット、研修生
の人数、リソースを勘案してプ
ロジェクトへの投入内容を含む
要請内容全体を見直すよう申し
入れ、ミャンマー側の理解を得
た。

・実施機関であるUCSYの所官
官庁はMOSTであることが再
確認された。実施機関の予算
承認までのプロセスは、通常
毎年9月に政府へ予算を申請
し、翌年4月に予算承認が下り
ることになっているが、国家
開発戦略上プライオリティー
の高いIT関連プロジェクトに
ついては、適宜特別予算の申
請・承認が可能であることを
聴取した。

・2001年度要請案件として、「情報化
技術訓練センター」設立への協力
を要請された。

・要請書では、プロジェクト目標と
して、IT研究開発、IT産業及びIT
教育分野で活躍することができる
人材の育成を掲げている。

・所管官庁は、MOSTとされている。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

3） 実施機関

4） サイト

5） C/P

・左記について実施体制を確
認する。

・UCSYは既に大学院博士課
程を有しており、プロジェ
クトにおいて実施が期待さ
れるIT技術者育成のため
のトレーニング・研修コー
スとの違いについて確認す
る。

・左記について確認し、ミャ
ンマー側が用意するサイト
のインフラ環境を調査す
る。

・ミャンマー側が用意する人
員体制及びその技術レベル
の概要を確認する。

・UCSYには、バチェラーコース
のほか、マスターコースに200
名、昨年開設されたドクター
コースに45名が在籍している。
ドクターコースに在籍してい
るすべての学生が既に大学の
教員となっている。教員は、教
授、助教授、講師、アシスタン
ト講師、チューターとして150
名が配置されているほか、管
理部門として100名のスタッフ
が働いている。UCSYでは理論
を中心としたアカデミックな
人材を養成しており、IT産業
界からのニーズの高い即戦力
として仕事ができる ITプロ
フェッショナルの育成に対し
て協力してほしいという要請
を受けた。

・UCSYのメインキャンパス内
に候補地として2つの建物が既
にあり、今年度建物のリノ
ベーション費用の予算の承認
が下りていることを聴取した。
また、メインキャンパスは、隣
接するMICTパークとの間で、
無線通信及び工事中のISDNを
通じて、インターネット環境
が近い将来整備されることを
聴取した。

・C/P候補者として既に10名が
選出されていることを聴取し
た。IT技術団員は、そのうちの
数名と面識があり、理論面で
非常にレベルが高いが、現場
での実践的なスキルには不安
があるという評価である。

・実施機関は、UCSYに属する情報
化技術訓練センター（IT Training
Institute）とされている。

・UCSYは、要請書で情報化技術訓
練センターをヤンゴン市郊外に建
設中の新キャンパスに設置するこ
とを計画している。

・左記については、まだ特に定めら
れていない。
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第4 プロジェクトの
必要性・妥当性

（1）公益性と公平
性

（2）技術の的確性
（3）対象分野にお

ける日本の技
術的優位性

（4）予想インパク
ト

（5）実施妥当性

・関連機関との協議を通じ
て、ニーズ並びに現状を把
握するとともに、基本情報
収集を行い、それら情報を
もとに必要性・妥当性を検
討する。

・インフラとして利用する可
能性のあるネットワークや
プロバイダーの状況につい
ても、情報収集する。

調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

・UCSY、UCSMなどの設立を通
じてIT人材育成が推進される
一方、MCF、MICTパークの設
立など民間サイドの動きも活
発化しており、ネットワーク
を仲介としたデータベース、
セキュリティー、オープン
ソースなど実用的な技術ニー
ズがある。しかし、現在この民
間と高等教育を結ぶ制度的教
育訓練施設が存在しないこと
から、本案件の必要性・妥当性
は高い。
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第 3章　調査団所見

ミャンマーの IT事情は、MICTパークが 2002年 1月に開設したことにより飛躍的に発展してい

る。インターネットの解禁は民間の力によるところが多いと思われる。この分野での政府の役割

も大きい。特に人づくりの分野では、E-Education Learning Centreとして全国に 2002年度中に 303

の施設を設置することになっている。これはデジタルデバイドの解消や ITリテラシーの普及のた

めである。また、高等教育では 2つのコンピューター大学（ヤンゴンとマンダレー）の設置をはじ

め全国にあるコンピューターカレッジの設立がある。

一方、1996年のコンピューター開発法の施行以来、MCFの設立など民間サイドの動きも活発化

してきた。

しかし、現在この民間と高等教育を結ぶ制度的教育訓練施設が存在しない。民間では、ネット

ワークを仲介としたデータベース、セキュリティーやオープンソース（リナックスなど）といった

実用的な技術にニーズがある。

そもそも本要請は、2000年 10月になされたもので、その間の動向として、（1）日本（METI）から

援助されたE-Learning Centreの設置、（2）MICTパークの設置、及びそれらに伴って、（3）民間活動

の活発化などがあげられる。したがって、本案件の役割も変わってきている。

プロジェクトの組織や機能の詳細計画については、本案件の実施が決定された段階で、短期調

査団を派遣して詰めることになるが、官側（大学）と民間側（MCF）とが協力していく組織が期待さ

れる。その素地はMICTパークの成功（今のところ）や今回の調査団との議論を通して、十分ある

とうかがえる。それを裏づけるのは、本案件に係る予算（建物の改修）や人材（10名のMSc技術者）

を用意しているという。一方、ヤンゴンの日本大使館及び JICA事務所とも、早く実施することを

要望している。

したがって、本案件を実施に移すことを提言する。なお、本プロジェクトのキイパーソンは、

UCSYの Prof. Pyke Tinとコンピューター科学者連盟（MCSA）会長兼MCF副会長であるU Thein Oo

氏（ヤンゴン大学でも教鞭をとっている）の 2人と思われる。



付　属　資　料

1．調査団議事録（主要訪問先議事録）

2．調査団員報告（IT技術）

3．調査団員報告（技術移転計画）

4．UCSYパンフレット
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